
障害者の技術向上支援に係るモデル事業公募要領 
 

本事業は、就労継続支援Ｂ型事業所等を利用する障害者に対し、様々な分野

で活躍する一流の専門家による技術指導を行うことにより、当該障害者に一流

の技術を身につけさせるとともに、当該就労継続支援Ｂ型事業所等における工

賃の向上及び一般就労への移行促進を図ることを目的とする。 

このことから、４で定める事業の実施に要する経費の助成を行うこととして

いるので、以下の事項に留意の上、応募されたい。 

 

１ 実施主体（応募主体） 

社会福祉法人その他の法人格をもつ団体（以下「実施団体」という。）とす

る。 

なお、実施にあたっては、複数の法人で連携して実施することも可とする。 

 
２ 実施期間 
  １年間とする。（平成２９年３月３１日まで） 
 
３ 対象事業 
  実施団体は、以下の取組を行うものとする。 

（１）障害者の技術向上に向けた講習プログラムの策定（必須事業） 

障害者の技術向上を図る分野（例：スウィーツ製造、パン製造、木工品

製造など）を決定し、当該分野における障害者の技術向上に向けた養成プ

ログラムを策定する。養成プログラムには、同プログラムの目的、目的を

達成するために開催する講習会の内容（講師、技術指導の内容、回数、募

集人員、会場等）、成果目標等を盛り込む。 

 

（２）講習会の開催（必須事業） 

ア 講師の選定、招聘 

  講習会において障害者への技術指導を行う講師を選定、招聘する。 

イ  講習会の具体的な内容の決定 

  講師と調整の上、講習会の具体的な内容（技術指導の目標、方法、回数、

募集人員等）を決定する。 

ウ  会場の確保 

  講習会を実施する会場を確保する。なお、講習会の開催に当たっては、

講習会場から映像を配信することにより、複数の会場で同時に行うことも

可とする。 

エ 参加障害者の募集 

  就労継続支援Ｂ型事業所等を通じて、講習会の受講を希望する障害者を

募集する。 



オ 成果発表会の開催 

  講習会の全日程終了後、修了式とともに成果発表会を行う。 

 

（３）成果の報告（必須事業） 

事業の成果、成果を踏まえた今後の取組等をとりまとめ、評価委員会

の場において発表するとともに国へ提出し、その内容を公表するものと

する。 

 

（４）モデル事業連携事務局の設置（任意事業） 

    本事業の実施にあたり、モデル事業連携事務局を１箇所設置すること

とし、当該事務局においては、実施団体間の連絡調整、情報共有、意見

交換などを行うことにより、各実施団体におけるモデル事業の円滑な実

施を図るものとする。 

    なお、複数の実施団体から、当該事務局の設置について申請があった

場合は、「団体の概況書」（別紙４）と「障害者の技術向上支援に係るモ

デル事業所要額内訳書」（別紙３）をもって、評価委員会の審査において

1団体を選定する。 

 

４ 補助基準額及び対象経費 
（１）補助基準額 

補助基準額は、実施団体が当該年度に実施する事業に応じて、以下のと

おりとする。 
ア ３の（１）から（３）の事業を実施する場合 ３，７００千円以内 
イ ３の（４）の事業を実施する場合 １，０００千円以内 

（２）補助率 
定額（対象経費の１０／１０） 

（３）補助対象経費 
補助対象経費は、事業の実施に必要な給与・諸手当、報酬、賃金、共

済費、諸謝金、旅費、原材料費、需用費（消耗品費及び印刷製本費）、役

務費（通信運搬費及び手数料）、会議費、使用料及び賃借料、委託費、備

品購入費とする。 
 
番号 経費の分類 支出内容（例） 留意事項 
１ 給与・諸手当 ・本事業に従事した正規職

員の給与・諸手当 

・従前から実施団体に勤務して

いる職員の給与については、実

施団体の経常的経費や他の補助

金との区分を明確にすること。 

・単価については、実施団体の



給与規程等によるものとする。

なお、採用した規程等は事業計

画と合わせ提出すること。 

２ 報酬 ・本事業のために嘱託した

職員など、非正規職員の報

酬（賞与は不可） 

・実施団体の理事、取締役等の

役員報酬は、補助対象外とする。 

・単価については、実施団体の

給与規程等によるものとする。

なお、採用した規程等は事業計

画と合わせ提出すること。 

３ 賃金 ・一時的に雇用されるアル

バイトに対して労働の対価

として支払う金銭 

・雇用を証明できる文書を作成

し、保管すること。 

・単価については、実施団体の

賃金規程等によるものとする。

なお、採用した規程等は事業計

画と合わせ提出すること。 

４ 共済費 ・１～３の支払対象者につ

いて、法令に基づいて負担

する社会保険の保険料 

 

５ 諸謝金 ・一流の専門家や助手等に

対する謝礼（法人役員・職

員に対しては不可） 

・所要額内訳書には事業目的と

の関連性を明確にするため、回

数や人数等まで明記すること。 

・単価については、実施団体の

謝金規程等によるものとする。

ただし、その者の資格、免許、

職歴又は用務内容等を踏まえ、

妥当な単価により支出すること

も可とする。なお、採用した規

程等は事業計画と合わせ提出す

ること。 

６ 旅費 ・一流の専門家や助手等の

旅行経費 

・所要額内訳書には事業目的と

の関連性を明確にするため、回

数や人数等をできる限り具体的

に記載すること。 

・旅費については、実施団体の

旅費規程等によるものとする。 

７ 原材料費 ・講習会に係る食材料費や ・所要額内訳書には、品目、単



木材料費等 価及び個数を明示すること。 

 

８ 需用費（消耗品費

及び印刷製本費） 
・各種事務用品、文具の類、 

収入印紙等その性質が使用

することによって消耗さ

れ、若しくは毀損しやすい

ものまたは長期間の保存に

適さない物品の購入費 

・講習会に係る資料、参加

募集のパンフレット、報告

書等の印刷・製本の経費 

・所要額内訳書には、品目、単

価及び個数を明示すること。 

（例：コピー用紙Ａ４ ○枚○,

○○○円×○個＝○円） 

９ 役務費（通信運搬

費及び手数料） 
・郵便料、運搬料、電話・

インターネット等の通信費 

 

10 会議費 ・連絡会議等における茶菓

代等 

 

11 使用料及び賃借

料 
・講習会、連絡会議の会場

借上料等 

 

12 委託費 ・印刷製本の委託料等 ・全体事業費の５０％を超えな

いようにすること。 

13 備品購入費 ・複写機、机、椅子等その

性質形状を変えることな

く、比較的長く使用し、か

つ保存できる物品 

・1 品目当たり５０万円を上限

とする。 

・所要額内訳書には、事業目的

との関連性を明確にするため、

品目についてはできる限り具体

的に記載すること。なお、自動

車の購入費は補助の対象外とす

る。 

 
 
５ 公募手続 
（１）提出書類 

＜事業実施計画に係る書類＞ 
○ 平成２８年度障害者の技術向上支援に係るモデル事業への応募につ

いて（別紙１） 
○ 障害者の技術向上支援に係るモデル事業実施計画書（別紙２） 
○ 障害者の技術向上支援に係るモデル事業所要額内訳書（別紙３） 



○ 人件費、旅費、諸謝金の支給基準（所要額内訳書を作成するにあた

り積算に用いた資料） 
 

＜実施団体の概要、活動状況に係る書類＞ 
○ 団体の概況書（別紙４） 
○ 定款又は寄付行為 
○ 理事会等で承認を得た直近の事業実績報告書 
※冊子による提出は不可。（分量が多い場合は、実施団体の事業実績等

を記した主要部分の抜粋のみで可。） 
 

＜実施団体の経理状況に係る書類＞ 
○ 平成２８年度収入支出予算（見込）書抄本（様式なし） 
○ 理事会等で承認を得た直近の財務諸表（貸借対照表、収支計算書、

財産目録）、監事等による監査結果報告書（様式なし） 
○ 補助金の管理及び経理事務に関する委任状及び承諾書(写)(様式なし) 

 
（２）提出期限 
   平成２８年４月８日（金）必着 

※ 提出期限を経過して届いた応募書類は受け付けないので、提出期限

の厳守について特に留意すること。 
（３）提出先 
    郵便番号 １００－８９１６ 東京都千代田区霞が関１－２－２ 
    厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部  

障害福祉課 就労支援係 宛 
※ 封筒表面に、赤字で「『平成２８年度障害者の技術向上支援に係るモ

デル事業』応募書類在中」と記載のこと。            
 
６ 事業採否の決定方法について 
  事業の採否については、別紙様式を提出した実施団体について、事前審査

及び評価委員会による評価を踏まえて、予算の範囲内で決定する。 
（１） 事前審査について 

次のいずれかに該当する場合は、事前審査において不採択とする。 
ア 事業内容が３に定める対象事業と合致していないことが明らかな場合 
イ 事業内容が営利を目的とする事業の場合 
ウ 必要な提出書類が全て提出されていない場合 

 



（２）評価委員会による評価について 
応募のあった事業のうち、事前審査において問題がないものについては、 

別に定める評価委員会設置要綱に基づく評価委員会において総合的な評価

を行い、予算の範囲内で採否を決定する。 
 

７ 補助金執行の適正性確保について 
（１）本補助金は、「補助金等にかかる予算の執行の適正化に関する法律」の 

規定により交付される補助金であり、不適正な使用が認められた場合に

ついては、刑事処罰されることがあるので、適正執行に努めること。 
（２）事業実施に際しては、収入及び支出状況が分かる通帳を適切に管理し、 

収入及び支出についての証拠書類（契約書、旅費等の領収証）について

は、事業終了後５年間、実施主体において保存すること。 
（３）その他の関連事項については、別途定める実施要綱や交付要綱による 

ものとする。 


